
症状固定タイミング判定シート

交通事故被害者向け｜症状固定の時期・対応の判断に使う実務確認シート

交通事故実務シリーズ ①

【このシートの使い方】

保険会社から「症状固定」「治療費打ち切り」の連絡が来たとき、または症状固定の時期を自分で判断したいときにご活用

ください。各チェック項目を確認の上、下部の判定表を参照してください。

STEP 1｜現在の状況確認

受傷日（事故日） 年 月 日 受傷からの経過期間 約 か月

傷病名 主治医の診療科
整形外科□ 神経内科□

脳外科□ その他□

症状固定の連絡
保険会社から来た□

主治医から提案□ まだない□

連絡があった場合の時

期
受傷後 か月目

STEP 2｜症状の現状確認（現在も残っている症状に✓）

□ 頚部・腰部の痛みが残っている

□ 上肢・下肢の痺れ・感覚障害が残っている

□ 頭痛・めまい・吐き気が続いている

□ 倦怠感・集中力低下・記憶障害がある（高次脳疑い）

□ 可動域の制限（首・腰・肩などが動かしにくい）がある

□ 仕事・家事・日常生活に支障が出ている

□ 直近1〜2か月で症状が改善している実感がある 改善がある場合→もう少し様子見が有効かも

□ 直近1〜2か月で症状が変わらない・悪化している 変化なしの場合→症状固定の時期を検討

STEP 3｜傷病別 症状固定時期の目安

傷病名
一般的な症状固定の目

安
ポイント・注意事項

むち打ち（頚椎・腰椎捻挫

）
6か月〜1年

最低6か月が後遺障害認定の非公式な目安。12級を目指す場合は1

年前後が望ましい

四肢骨折 3〜6か月（骨癒合後） 骨癒合後も可動域制限・神経損傷が残る場合は追加観察が必要

脊髄損傷 1〜2年
機能回復の可能性がある間は症状固定を急がない。不全麻痺は特

に慎重に

高次脳機能障害 1〜2年以上
脳の可塑性によりリハビリで改善が続く。最も長期観察が必要な

類型



CRPS（複合性局所疼痛症候

群）
1年以上 難治性で症状が変動しやすい。継続的な専門医の評価が必要

外傷性くも膜下出血等の頭

部外傷
6か月〜1年以上

高次脳機能障害の合併を必ず評価。神経内科・脳外科の受診を継

続

STEP 4｜治療費打ち切り連絡への対応チェック

□ 【まず確認】症状はまだ残っているか？改善の余地はあるか？ 残っている場合→すぐに主治医に相談

□ 主治医に「治療継続の必要性」についての意見書を依頼した 保険会社への反論の根拠になる

□ 健康保険への切り替えで通院を継続できることを確認した 交通事故でも健康保険は使用可能。第三者行為

届が必要

□ 健康保険組合に「第三者行為による傷病届」を提出した 後日、健康保険負担分を加害者側へ請求可能

□ 弁護士に相談し、打ち切りの不当性について法的主張を依頼し

た

弁護士介入で打ち切り撤回の交渉力が大幅向上

□ 自己払いした治療費のレシート・領収書を全て保存している 後日請求のため必ず保存

判定表｜今すぐ取るべきアクション

状況 判定 推奨アクション

受傷から6か月未満で症状固定を求

められた
要注意 原則として応じない。主治医意見書を取得し弁護士に相談

受傷から6か月以上経過・症状が安

定している

症状固定を検

討

主治医と協議の上、後遺障害診断書の準備に入る。被害者

請求を推奨

治療費を打ち切られたが症状が残っ

ている
緊急 健康保険に切り替えて通院継続。同時に弁護士へ相談

高次脳機能障害・脊髄損傷で1年未

満
症状固定不可

1〜2年以上の観察が必要。早期症状固定への同意は絶対に

避ける

保険会社の提示で示談を求められて

いる
要注意

後遺障害申請前の示談は原則不可。必ず弁護士に確認して

から署名

※「6か月」は後遺障害認定の目安であり、法律上の要件ではありません。症状・傷病の種類によって適切な時期は異なります。

※治療費打ち切り後も健康保険で通院を継続できます。「交通事故に健康保険は使えない」は誤りです。

※本シートは情報提供を目的としたものであり、法的助言ではありません。個別案件は必ず弁護士にご相談ください。


